
21世紀宮城県建設業界の課題と展望

＝行政・企業・住民の３者合意による

住民支援型コミュニティ･ビジネスへ＝
最 終 答 申 の ポ イ ン ト

序　章　バブル崩壊と建設不況の軌跡

＜バブル崩壊と建設産業＞

バブル崩壊に伴う長期不況の中で、一時的に建設業は景気対策で一息ついたもののその後の国、地方自治体の財政悪化による公共事業削減でここ３～４年再び、「建設不況」といえるほどの打撃を建設業はうけ、そして地域経済に与えてしまった。

　このような建設業の危機から脱出し、問題解決のためには、たんに従来からの景気対策をくり返すことではなく、またいわゆるデフレ対策などで済ますこともできない。

より抜本的な構造改革が必要だし、これまでの建設産業を「オールド建設業」とよぶなら、「ニュー建設業」を新しく創造する気概が必要である。新市場・新分野は、「ニュー建設業」の新しい市場創造であり、新しい分野開拓でなければならない。とくに、地域建設産業にとっては、構造改革が必要不可欠なのだ。

＜超低金利の持続と公共投資拡大―需要サイド＞

　90年代、バブル崩壊のあと、緊急経済対策により一時的には景気も回復した。しかし、かつてのように製造業を中心に民間設備投資が本格的に増加し、雇用が拡大、さらに個人消費が回復する成長パターンは生まれなかった。

　景気の自律的回復がみられないまま、停滞が長期化すれば、公的需要を継続的に拡大するほかなくなる。民需の冷え込みを公需＝官需でカバーしつづけることになった。景気回復優先の政策路線は、落ち込んだ税収を赤字公債でカバーするほかなかった。長期不況は借金財政の長期化だった。

ここで注意しなければならないのは、90年代の赤字公債の増大は、もっぱら大幅に発行された特例公債だったことである。例えば、平成15年度当初予算における国債発行額は36.4兆円で、その内訳は特例公債が30兆円で、建設公債は6.4兆円にすぎないし、その発行額は年々減少傾向にあることである。

　とくに公共事業のための「建設公債」を無視した「特例公債」の発行が、上記の「緊急経済対策」によって実行された。これが特例公債発行による財政の赤字の元凶にほかならない。

　このように長期不況・停滞が、金融・財政政策によっても解決されぬどころか、一層深刻になってしまったとすれば、もはや解決の道は金融や財政を通しての有効需要拡大にはもとめられないだろう。金融や財政を通じての景気優先の対策、つまり需要サイドからの政策の限界が明らかになった。

＜過当競争と官需依存体質―供給サイド＞

　長期構造不況・停滞への対策は、いまや構造改革しかなくなってしまった。有効需要拡大の景気対策優先が限界を迎えた以上、政策のスタンスは需要サイドから供給サイドへ、そして90年代ポスト工業化へ向かった産業構造の転換から考え直さなければならないだろう。建設産業もまた、たんに政府・自治体の公共事業費の増大だけを頼りにする受け身の対応ではなく、新市場の開拓、新分野の創出などによる「ニュー建設業」への脱皮をはからねばならなくなった。

不況からの脱出は、たんに財政や金融など需要面からのテコ入れではなく、むしろ供給過剰の構造そのものから見直すための企業合併・企業統合をはかるとともに、新市場、新分野のための新たな産業の創出を目ざすことになったわけだ。

　ニュー建設業の創造にとって、必要なことはなにか。

　（１）投機的経営に対して、あくまでも慎重かつ健全な経営マインドを堅持することが必要

である。

　（２）超低金利が続くにしても、それに依存して放漫な借入れを続けることは危険である。

　（３）ニュー建設業にとって最大の課題は、公共事業への依存体質からの脱却である。

　（４）長期不況による競争の激化も加わって、ダンピング受注などの問題も続いている。
　　　建造物の消費者ニーズに応え、品質の確保向上が必要であり、そのための企業統合等

　　　の経営体質の改善が重要である。

　ニュー建設業への脱皮に必要な生き残り策としては、例えば、次のものが考えられる。

（1） 企業統合・企業連携による強固な経営体の構築。

（2） 新分野・新市場への進出による建設業との２本脚の経営体の構築。

（3） PFI等による設計・建設・維持管理の総合サービス経営体の構築。

（4） 建設業の本業の経営改善等による充実した経営体の構築。

（5） 自主的な建設業からの撤退戦略の構築。

第１章　地域建設産業の構造改革：

コミュニティ・ビジネスへの展望

第1節　産業構造の転換への対応

―２.５次産業※から３.５次産業※へ―

建設業の中でも、建築部門に比べて土木部門の比率が高いという特徴も、工業化のための産業基盤整備をすすめる役割が大きかったことと無関係ではないと思う。

　工業化による高度経済成長がつづくかぎり、産業基盤整備のための建設業の役割は大きかった。

　こうした建設業の役割からすれば、わが国の建設業の位置づけは、工業化との結びつきが強いという意味で、「２.５次産業」とよぶことのできる産業特性を備えていたことになる。

サービス業を中心に第３次産業の発展がすすむとすれば、産業基盤の整備にしても、サービス化・ソフト化への転換が必要である。「２.５次産業」から、例えば、「３.５次産業」へなど、建設産業の位置づけもまた、サービス化・ソフト化をはかる必要がある。

第２節　公共事業から地域共益事業へ

―産業基盤から生活基盤へ―

地域建設産業は官主導の公共事業として、産業基盤の整備を担うことになる。そして、工業化の推進を中心とした公共事業の拡大政策が、地域建設産業に将来とも公共事業は増加していくとの甘い期待を抱かせた。それが本来、産業として備えるべき競争意識や経営改善努力を欠落させる大きな要因となったことも否めない。

日本のインフラ水準は欧米に比べ数百年遅れており、明治以降急速にインフラ整備をするために官主導の公共事業が必要であったことは否定できない事実である。戦後一貫したインフラ整備は、ある水準に達した時点で未整備な地域を除き、次第に生活基盤の整備への方向に転換する必要が生じてきた。最近公共事業に対するさまざまの意見があるが、総じて日本の社会資本は未整備な地域が多く、特に生活基盤整備などはこれからも必要であり、公共事業の執行に伴う手続き等からくる一連の不祥事をもって公共事業の全体を否定すべきでない。現在の公共事業は依然として土木系の公共事業が主流を占めているが、今後は、建築・土木・造園・景観・環境領域が融合した、住民本位の生活基盤整備の方向にシフトしていかなければならない。

地域住民の消費生活に根ざした、住民参加型の地域コミュニティにとって必要な共益型の施設を建設しなければならないのであり、そのために必要な基盤整備でなければならない。

このような生活基盤整備も、たしかに公共性をもった社会的共通資本の性格を具えている。そのかぎりでは産業基盤整備との共通性も指摘できる。

福祉や教育、文化・スポーツ、さらには住宅関連の施設や建物である。地域住民の消費生活と直結し、生活者の論理にもとづいて整備されなければならない。地域住民が利用する共通の施設であり、公共的とはいえ共益性が強い。工業開発で強調される公共性（パブリック）よりも、むしろ地域の共同利用という共益性（コモン）が重視されるし、地域に開かれた共益施設でなければならない。

第３節　情報公開と住民参加

―行政自治から住民自治へ―

生活基盤整備は地域住民の共益施設の性格が強く、地域の住民に広く開かれたものでなければならない。それだけに、住民参加がとくに強く要請されることになる。

すでに国や地方の公共事業でも、できるだけ計画段階から住民の参加がもとめられるようになっているし、さらに住民参加が義務づける傾向も強まってきた。

計画への地域住民の理解と協力、さらに計画実現や施設利用についても、住民の積極的な協力がなければ、共益性を持った生活基盤整備をすすめることができないからだ。

具体的には、公共事業の構想・計画の段階から地域住民と行政が議論しながら合意形成を図るPI※（パブリック・インボルブメント）の導入などがある。事業者が複数案を作成・公表し、住民などの意見の反映にとどまらず、対案の提出もみとめつつ、協議会や第３者機関を設置するなどの合意形成の手続きが提起されている。とくに欧米では「造らないという選択肢」も義務付けられている

こうした構想・計画段階からの地域住民の参加協力については、いうまでもなく構想・計画内容をはじめ、その基盤整備がどのように利用されるか、といった評価にいたるまで情報が公開されなければならない。

第４節　行政・企業・住民の「３者合意システム※」

―コミュニティ･ビジネスへの展望―
　地域の生活基盤整備の主体は地域住民であり、行政は地域住民への提案者にすぎず、行政主導の公共事業システムを変革しなければならない。計画・構想から事業の実現にいたるまで、地域住民は共益事業の受益者として、また納税者やさらには出資者としては負担者の役割を担うことになる。

　住民とそのサポーターとしての行政の側から、事業の施行主体として業者は受注することになるであろう。行政が一方的に業者に発注し、業者が受注し、その工事を請負い、地域住民は受け身の受益者だった従来の関係とは大きく変化する。

　業者（企業）と行政、そして地域住民の三者の関係は、いわば「３者合意システム」とよぶような新しい関係が形成されなければならない。すなわち、地域で共生し、建設生産物を共有する住民と、さらに行政、企業の３者は、相互に合意形成につとめ、協業共同の可能性を探り、その中で企業は「公正な競争」「品質の確保」「経営の革新」をはかりつつ、個々の企業の枠を超えて、「技術や経営に優れた事業体」として、ニュー建設産業の創造を目指すべきであろう。

　さらに企業は、地域が必要とする建造物にたいし、行政とともに地域住民に説明する責任をもつ。同時に、企業みずから顧客ニーズの把握、企画提案力を高める必要がある。そのためには、企業は意識改革、体質改善、新市場・新分野の開拓、そして他の業種との連携・協同など、新しい事業体へ脱皮しなければならない。とくに重要なことは、地域住民との対話や地域貢献であり、地域住民とともに地域共益事業の主体として社会資本整備を目指さねばならない。

　このような地域共益事業体としてのニュー建設業は、住民支援型コミュニティ･ビジネスとして事業展開をはかることになる。従来の公共事業依存体質から脱皮し、住民参加・合意にもとづく創注型・造注型産業として、福祉、環境、地域情報、観光・交流、そのほか雇用や教育、街づくり・住まいづくりなど、まさに新市場・新分野への新しい事業展開に挑戦することになろう。
第５節　構造改革の課題

―意識改革から体質改善へ―

　住民支援型コミュニティ･ビジネスとして地域建設産業の再生をはかるに当たって、まず必要なことは３者（行政・企業・住民）の意識改革である。３者がそれぞれ公共事業依存体質から脱却する必要があり、地域産業経済の破綻に対する危機意識、構造改革にともなう共通の痛みを分ち合う協力体制の構築がぜひとも必要である。たんに市場原理や企業間競争にまかせるだけでなく、新しいコミュニティの形成による地域社会の再生のために合意し、協力する必要がある。

３者それぞれについて改革の課題を摘記しておきたい。

≪行政≫

1 入札制度において価格競争重視一辺倒ではなく、品質・新技術等を考慮した総合評価を重視する。

2 ダンピング防止、品質保証など「適正な調達システム」を検討する。

3 公共事業は、社会的費用対効果を考慮し、効果の大きい事業を優先する。その際PFI※方式を採用する。そのため民間事業の体制を整備し、民設共営型への転換をはかる。

4 建設については、維持管理を含めてライフサイクル単位で評価するシステムを構築。

5 技術と経営に優れた企業を正当に評価するとともに入札契約適正化法を尊守する。
≪企業≫

1 経営力とくに財務体質、経営管理力、事業企画力の強化（コスト縮減・技術力向上）

2 インターネットと情報システムの導入により生産システムと経営管理システムの合理化をはかる。工程管理・原価管理など全社的システムの構築をはかる。

3 企業連携を強化し、資材・技術・施工における共同受注共同開発を行なう。

4 ダンピング防止、不良不適格業者の排除による品質管理のため、独禁法に基づく不公正取引の禁止のため「適正な調達システム」を検討する。（情報開示と第３者監視体制の強化）

5 協同組合・協業組合など、企業間連携は広域的連携を推進する。（宮城県建設業協会が指導力を発揮）

6 PPPについては、地域企業として積極的に事業提案を行なうと共にNPOとの連携・協力体制を構築する。
≪住民≫

1 PPPによる建設運営についてNPOなどに委任する地域共営型方式を採用し推進する。

2 地域の公共施設を「共益施設」としてボランティア活動などによる自主管理・運営を行なう。
3 地域コミュニティの「共益施設」については、「地域づくりプロデューサー制度」などを発足させる。

4 民設共益事業のために、「住民参加型ミニ公募債※（仮称）」の引受けに協力する。

5 行政や企業に対するニーズ情報の発信、市民提案を行なう。

第２章　地域共益事業とコミュニティ･ビジネス

第１節　多様な事業体と経営力・技術力

―ＰＦＩ（ＰＰＰ※）の活用―

21世紀の社会資本整備の新しい方式として、深刻化する財政難を打開する意味からも、公共セクターの「公共資源を生かした質の高い公共サービス提供ニーズ」と民間セクターの「効率性を活かした経営力と技術力」を結びつけるPFI事業が注目を集めている。とくに民間資金の導入と経営ノウハウの活用によって、公共サービスの効率的供給が期待されている。

〔図２－１〕　ＰＰＰの概念図




ＰＰＰ（官民協働型）




 ＰＦＩ（民間主導型）

· 独立採算型
· 公共サービス提供型
· ジョイントベンチャー型

第３セクター
公設民営
アウトソーシング
資料：全国建設業協会
「ＰＰＰ研究会からの発信」

	≪生き残り策－事例１　ＰＦＩ事業で地元企業グループが落札≫

	　仙台市は仙台市泉区松森のごみ焼却施設「松森工場」に併設される市民利用施設の整備事業で、仙台市初のＰＦＩ事業で地元建設会社など11社によるグループを落札者として決定した。民間の資金やノウハウを生かすＰＦＩで落札金額は予定価格を約10億円下回った。

　市は開業から約15年かけて落札額を均等割りで新会社に支払う。平均年間支払額は約2億5400万円（税込み）。市は完済後、新会社から施設の無償譲渡を受ける。


	≪生き残り策－事例２　地元建設業がＰＦＩ的手法で優良田園住宅を建設≫

	1 仙南優良田園住宅「ゆずが丘」

　平成12年3月28日全国第１号として認可され、地元の過疎対策として町から要望された柴田町の「仙南優良田園住宅㈱」は地元建設業者14社が株主となり、3.0haを40区画で共同で施工し、同12年12月末に竣工「ゆずが丘」として、１区画平均500㎡ 900万円台で販売。柴田町から第２期の建設要望。

直接経済効果15～16億円、総合経済効果23億円前後。

　※　ゆずの北限から「ゆずが丘」と命名。

2 松島優良田園住宅「くぬぎ台」

　平成13年7月26日松島町に設立された「松島優良田園住宅㈱」は松島町の要望を受けて、地元建設業者14社が株主となり、6.5haを108区画で共同施工し、同15年8月末に竣工「くぬぎ台」として、１区画平均400㎡ 700万円台で販売。

※　童謡『どんぐりころころ』の作詞者の誕生地から「くぬぎ台」と命名。


PFIが住民合意のPI（パブリック・インボルブメント）をとり込むことによって、行政・企業・住民の「３者合意システム」によるコミュニティ･ビジネスが具体的に機能することになるだろう。その点では、「３者合意システム」の枠組みの中でPFIが機能するとすれば、すでにPFIの発祥の地である英国にみられるように、公共サービスの民間開放を一層進める民間活動や市場メカニズムを活用した官民協働型のPPPとして積極的に展開すべきであろう。

〔図２－３〕　コミュニティ・ビジネスと従来のビジネスの比較
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資料：細内信孝編著『地域を元気にするコミュニティ・ビジネス』

第2節　住民参加とＮＰＯの協力

―共益事業とボランティア活動―

この地域住民の主体的参加による合意形成にとって、とくに共益サービスの供給については、民間企業の役割とともに、むしろNPO（民間非営利組織）の参加協力が重要視されるべきであろう。PPPにおいては、官（公的セクター）＝第1セクターや民（私的企業）＝第2セクターよりも、第3セクター（市民）であり、地域の市民センターとしてのNPOが重要となる。

第３節　新市場・新分野の創出

－ニュー建設業への脱皮－

不況の長期化や公共事業の削減による危機感を強め、多くの企業がすでに経営の多角化を模索する動きを強めている。また産業基盤整備から生活基盤整備へのシフト、さらにコミュニティ･ビジネスとしての業態転換などは、むしろ異業種交流などを含めて新市場や新分野が広がっている。従来の公共事業依存の閉鎖体質を打ち破り地域に広く開かれたニュー建設業へ脱皮すべきだろう。

〔図２－６〕　ニュー建設業に期待される新分野


1 農林水産

2 環境・リサイクル

3 ビル・都市緑化

4 介護・福祉

5 レジャー・観光

6 情報・通信

7 運輸・物流

8 住宅リフォーム

9 測量・設計

10 コンサルタント

11 不動産

12 製造

13 卸・小売

14 公共サービス受託
　宮城県建設業協会に加盟する建設業者（455社）でも、すでに3社に1社の割合で、本業以外の新分野に進出しているか、もしくは進出する意向を持っている（2003年3月時点調査結果）。

	≪生き残り策－事例３　宮城県における新市場・新分野の事例≫

	
	産　　業
	業　　種
	

	
	１）建設関係
	1 住宅リフォーム業

2 住宅設備リース業

3 冷凍工場設備のメンテナンス

4 看板工事

5 解体業者と連携し、古材の販売・古材利用内装

6 造園
	

	
	２）製造業
	1 天然水の製造

2 コンクリート二次製品

3 砕石業

4 マンホール更生事業

5 ウレタン樹脂のパネル製造

6 トタン屋根の製造加工
	

	
	３）小売業
	1 建築資材の輸入・販売

2 林業・林産物の利用・販売

3 農薬・森林用防疫用薬剤の販売
4 回転すしチェーンの経営

5 自動車タイヤ販売

6 アスファルト合材販売

7 損害保険代理店

8 節水器具取付販売

9 省エネ環境器具の販売

10 おにぎりの製造・販売

11 石油販売

12 ラーメン店経営

13 健康食品販売
	

	
	４）設計関係
	1 測量業

2 土地家屋調査業
	

	
	５）不動産関係
	1 不動産業

2 不動産管理業
	

	
	６）コンサルタント
	1 地震対策業務

2 医療関連コンサルティング（病院開業構想）

3 ＯＡ機器システムの販売

4 土壌汚染対策調査
	

	
	７）産業廃棄物関係
	1 産廃処理中間処理業

2 産業廃棄物収集運搬

3 土壌浄化工事
	

	
	８）ホテル業
	1 ホテル経営

2 日帰り温泉の経営

3 結婚式場の経営
	

	
	９）農林水産業
	1 アワビの養殖

2 農業関連産業

3 野外自然植物園
	

	
	10）健康福祉関係
	1 介護分野への進出

2 有料老人ホームの経営

3 ホームヘルパー派遣業、介護用品販売

4 福祉用具レンタル
	

	
	11）その他
	1 ボクシングジム経営

2 スイミングクラブ経営

3 アミューズメント施設経営
	


	資料：(財)みやぎ建設総合センター「新分野・新市場進出による雇用創出に関する実態調査」報告書

「新分野へ進出する宮城の建設業30社」新分野･新市場進出事例･実態調査


第４節　地域への貢献

―公益事業から地域共益・協働事業へ―

　21世紀の社会資本整備で重要なのは、生活基盤の整備を基礎にしながら、コミュニティ･ビジネスとして地域建設産業を位置づけ、さらに「３者合意システム」によるPPP（官民協働型）を追求することだ。その基本は、公共部門の「公共資源を生かした公共サービス提供ニーズ」と民間部門の「効率性を活かした利益追求ニーズ」を融合させた「協働」の考え方にある。この際パブリック（公共＝官）とプライベート（民間＝企業）との役割分担を明確にし、事業の効率化を進めるには、租税負担者、サービスの受益者である地域住民との「３者合意システム」の形成が不可欠だ。

１）「建設事業・社会資本整備」の担い手としての課題

・地域で暮らす生活者のニーズを的確に理解し、これまでの産業基盤整備から生活基盤の建設・維持管理の担い手として、「本当に求められている建設事業・インフラ整備のあり方」を積極的に提言・発信しつつ、事業の効率的・効果的実現に努める。

２）地域のニーズを踏まえた住民支援型コミュニティ･ビジネスの担い手へ

・建設業の専門人材集団としての経験を基礎に、コミュニティ･ビジネスの担い手として個人・法人の遊休資産（土地・建物）の活用方策や建て替え相談、中古住宅流通等に関わる需要と供給のマッチング、行政と市民を繋ぐ専門家として技術・コスト情報の翻訳・解説伝達を行なうなど、（新分野への進出も視野に入れた）ビジネス展開を検討する。
３）社会的使命・地域貢献の担い手としての信頼回復

・業界として「受発注に伴う公開性・透明性」「環境経営（ISOの取得など）」等に関する説明責任を果たし、単なるイメージアップに留まらない「信頼感の醸成」に努める。

第５節　人材の育成と活用のシステム

―仕事情報ネット、寺子屋サーツ※－
わが国の建設技術、とくに土木技術、また建築技術については、工業化の発展の中で、ゼネコンなどは「技術に優れた企業」を目ざしてきた。こうした世界のトップ水準にある建設技術を継承し発展させることは、長期不況の中にあっても重要な社会的使命であって、積み重ねてきた技術力の向上を今後も怠ってはならない。

NPO法人「建築技術支援協会」（サーツ）が「寺子屋サーツ」と銘打って、定年退職者を中心として、「高度経済成長時代で培ってきた世界に誇る日本の技術力を、いかに次世代に伝えるか」という生涯教育活動をはじめている。ここでは、たんに技術の継承にとどまらず、「中小建設業の新分野への進出」についても研究し、その人材育成にも活動の輪を広げようとしている点で注目すべきだ。このようなNPOなどによる新建設人の人材育成・確保のための教育ネットワークに支えられてこそ、コミュニティ･ビジネスとしてのニュー建設業も地域に根ざしたものになるだろう。

第６節　地域金融とミニ公募債の活用

―コミュニティ･ボンドへの展望―

このような金融再生にむけての構造改革の中では、例えばPFIないしPPPが立ち上げる事業会社の資金調達も、公的センターの行政ルートからの資金調達に依存することはできないが、さらに従来型の金融機関からの資金の借入れに一方的に依存することもできなくなっている。それゆえPFIやPPPの資金調達のルートも多角化せざるをえないが、そのさい新しい地域金融のあり方として、「ミニ市場公募債」の積極的活用が期待できる。

　このミニ公募債は、正式名称を「住民参加型ミニ市場公募債」とよび、02年度の地方債計画で創設され…、全国の自治体の発行が相ついでいるのであり、03年度も全国で70団体が計画しているのであり、前年比の約2.4倍の1,031億円に増加している。

ミニ公募債の特徴を列記すると、

　（１）保健・医療・福祉の施設、また教育や住宅関連の施設建設に利用目的が限定され、

　　　地域共益型のプロジェクト方式の金融が多いこと。

　（２）購入資格については、地域に在住する個人、あるいは地域の事業所に勤務する個

　　　人に限定されていること。

　（３）債券の発行額が１口10万円とか、最高額を100万円としたり、あくまでも小口、

　　　長期、安定を目ざした資金調達であること。

　（４）銀行預金が超低金利であることに比べて、若干高めの利廻りを設定していること。

ミニ公募債が行政ベースから、さらに住民自治にもとづくコミュニティ･ビジネスのための地域生活者金融として、いわば「コミュニティ・ボンド」の性格を強めて発展することが期待される。

第３章　地震対策と建設産業

第１節　地震対策に果たす建設業界の役割

１）行政の対応（国・県）
県は「緊急経済再生戦略プラン」の中に「身近な社会資本の整備：耐震化を中心とした社会資本整備」を位置づけるとともに、「みやぎ震災対策アクションプラン」を新たに策定した。
２）地震対策に果たす建設業界の役割
　2003年7月の地震後には建設業界として、住民の建築相談窓口への人材派遣、応急危険度判定士の派遣などの支援を行った。さらに仙台建設業協会では、地震などで仙台市内の建設工事現場周辺が被災した場合、工事関係者が住民の救助・救出などに当たる「街の防災サポーター」活動を自発的に開始することを決め、同年9月1日、市連合町内会長会に活動宣言を行った。

３）　官民パートナーシップの構築
現在、産・官・学連携による「宮城県沖地震研究協議会」が平成15年12月に設立された。

「宮城県既存建築物耐震改修促進協議会」における取り組み強化も謳われている。
第４章　行動指針と具体的提言

第１節　行動指針

	

	１．新しいパートナーシップの構築

２．地産地消での産業育成（建設産業）

３．建造物の長寿命化と高品質の追求


第２節　宮城県建設業協会・みやぎ建設総合センター等に対する提案

	

	１．住民との協働体制

1 新しい公共事業（地域共益事業）の創出のための「３者合意システム」の構築

2 ＮＰＯ・異業種との広域連携協議会の設立
２．新分野・新事業への参入
1 アグリビジネスへの建設業者の参入検討
2 環境・リサイクル関連分野の企業支援

３．研究情報

1 みやぎ建設総合センターの機能強化
４．教育

1 職業教育への建設業界の積極的関与と伝統技能者の派遣

2 歴史的建造物の保全と活用の展開事業
５．協会会員

1 会員企業評価委員会の設置
2 体質強化策定委員会の設置

3 企業連携促進策検討委員会の設置
６．雇用・人材育成

1 技術者・技能者の情報ネットワークシステムの設置（人材バンク）

2 一般市民をも対象とする資格関係講座の開設
７．相談窓口

① 一般県民対象の建築相談窓口の設置

	


第３節　宮城県・各市町村に対する提案

	

	１．振興プランの策定

1 宮城県建設産業振興プランの策定

2 市町村合併に伴う市町村建設計画の調査

3 コミュニティ施設体系の再構築
4 コンパクトシティの整備指針づくり

２．コミュニティ・ビジネスの起業支援
1 コミュニティ・ニーズの把握とサービス供給体制の検討
2 コミュニティ・ビジネスの起業家育成
3 コミュニティ・ビジネス支援計画の策定
３．建設業の再生・支援

1 企業合併・連携に対する促進策（インセンティブ）の策定

2 公共事業適正化検討委員会の設置

3 規制緩和措置による新分野進出のための支援

4 ＰＦＩ事業進出におけるプロジェクトファイナンス※の支援

４．ミニ公募債等

1 ミニ公募債の発行

2 ＰＦＩにおけるＳＰＣ※債権の証券化

５．交通渋滞解消・災害防止・緑化 他

1 住民参加による仙台都市圏交通体系検討組織の強化

2 災害に強い都市､地域づくりに向けた取り組みの強化

3 都市緑化、ビル緑化、河川緑化の推進と都市遊休地の活用促進

4 地域づくり生涯学習支援センターの整備事業（住民本位の地域づくり事業）



第４節　住民参加への検討項目

	

	１．提案力・行動力のある県民・市民を目指して

２．地震災害等における相互扶助ネットワークの組織化

３．共益施設等の管理運営等におけるボランティア活動の促進

４．地域づくりプロデューサー制度の導入
５．住民参加型ミニ公募債に対する協力


資料編

第１節　建設投資の予測（全国）

第２節　宮城県の建設市場の動向
第３節　各企業の生き残り策を探る

≪生き残り策－事例４　経営組織の改革や連携の方向性（複数回答）≫

有効回答率：93.9％

	項目
	仙台圏(社)
	比率
	地方圏(社）
	比率
	県全体(社)
	比率

	得意分野の異なる建設業者との合併
	15
	14.3%
	40
	14.2%
	55
	14.2%

	営業地域の異なる建設業者との合併
	5
	4.8%
	44
	15.7%
	49
	12.7%

	他社との業務提携
	37
	35.2%
	111
	39.5%
	148
	38.3%

	自社の分社化
	7
	6.7%
	30
	10.7%
	37
	9.6%

	他社を傘下に入れて系列化
	4
	3.8%
	15
	5.3%
	19
	4.9%

	他社の傘下に入って、営業部門等を縮小
	2
	1.9%
	12
	4.3%
	14
	3.6%

	他社との連携は考えていない
	49
	46.7%
	107
	38.1%
	156
	40.3%

	下請に特化
	8
	7.6%
	30
	10.7%
	38
	9.8%

	無回答
	4
	
	21
	
	25
	

	合計
	109
	
	302
	
	411
	


≪生き残り策－事例５　みやぎ建設総合センターにおける経営相談窓口(本業強化等)の実施

(専門のコンサルタントによる)≫

	日　時
	場　　所
	相談内容
	相談者
	企業数

	3月4・5日
	みやぎ建設総合センター
	① 企業の連携･協業･合併
	社　長
	２社

	
	
	② 新分野･新市場への参入
	社　長
	１社

	
	
	③ 本業強化
	社　長

副社長
	２社

	11月17日
	〃
	① 本業強化
	副社長

取締役

社　長
	３社


（平成14年度・平成15年度）

第４節　用語解説
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